




議案第  19  号 

 

平 成 ２ ９ 年 度 磐 田 市 水 道 事 業 会 計 予 算 

 

（総 則） 

第１条 平成２９年度磐田市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

(業務の予定量) 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 （１）給 水 戸 数              ６０，４３９戸 

 （２）年間総給水量          ２１，１１６，５２０  

 （３）一日平均給水量              ５７，８５３  

 （４）主要な建設改良事業の概要 

     老 朽 管 更 新 事 業  HPφ５０～DCIPφ５００     ７８４，０８０千円 

     水道施設整備改修事業  大平配水池建設工事 外    １０１，７９０千円 

     水 道 管 布 設 事 業  HPφ５０～DCIPφ１００     ２１６，０００千円 

 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収    入 

    第１款  水道事業収益         ２，７２５，０３６千円 

第１項  営 業 収 益        ２，４８１，７００千円 

第２項  営 業 外 収 益          ２４３，２０８千円 

第３項  特 別 利 益              １２８千円 

              支    出 

    第１款  水道事業費用         ２，６６３，１９８千円 

     第１項  営 業 費 用        ２，４６６，５２９千円 

     第２項  営 業 外 費 用          １８９，３４１千円 

     第３項  特 別 損 失            ２，３２８千円 

     第４項  予 備 費            ５，０００千円 
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（資本的収入及び支出） 

第４条  資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額９２８，２１３千円は、当年度分消費

税及び地方消費税資本的収支調整額６５，１３３千円、過年度分損益勘定留保資金 

６２９，３６３千円及び当年度分損益勘定留保資金２３３，７１７千円で補てんするも

のとする。） 

収    入 

    第１款  資本的収入             ７４２，１５５千円 

第１項  企 業 債      ４００，０００千円 

第２項  負 担 金      １９２，０２０千円 

第３項  固 定 資 産 売 却 代 金          １３５千円 

第４項  出 資 金      １００，０００千円 

第５項  国 庫 （ 県 ） 補 助 金       ５０，０００千円 

 

              支    出 

    第１款  資本的支出            １，６７０，３６８千円 

     第１項  建 設 改 良 費     １，２１６，１７９千円 

     第２項  企 業 債 償 還 金       ４５４，１７９千円 

     第３項  国庫（県）補助金返還金            １０千円 

 

 （企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

 

 

 

 

 

 

 

（一時借入金） 

第６条 地方公営企業法第２９条第１項の規定による一時借入金の限度額は、 

１００，０００千円と定める。 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

 

建 設 改 良 

事 業 

千円 

400,000 

 

 

証 書 借 入 

 

融通条件 

による。 

政府資金及びその他の資金については、

その融通条件に従い償還する。ただし、 

企業財政の都合により据置期間及び償還 

期限を短縮し、又は繰上償還もしくは、 

低利に借換することができる。 

- 42 -



（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

る。 

 （１）営業外費用  消費税及び地方消費税 

 

（議会の議決を経なければ流用することができない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら

ない。 

 （１）職員給与費      ２０１，５２５千円 

 

（たな卸資産購入限度額） 

第９条 たな卸資産の購入限度額は、２０，１７８千円と定める。 

 

 

  平成２９年２月１７日提出 

                      磐田市長   渡 部   修 
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予 定 額

千円

水道事業

収 益

受 託 給 水

工 事 収 益

そ の 他

営 業 収 益

営 業 外

収 益

受 取 利 息

及び配当金

長期前受金

戻 入

固 定 資 産

売 却 益

過年度損益

修 正 益

そ の 他

特 別 利 益

発生品組替益・不用品売却益・その他雑収益

過年度分収益の修正益

材料売却収益・手数料・他会計負担金・雑収益

3 220,795

1

2 108

4 雑 収 益

地方公営企業法施行規則第21条第2項又は第3項の規
定により償却した長期前受金の額のうち営業外収益とし
て整理するもの

3

550 預金利息

平 成 ２ ９ 年 度 磐 田 市 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

目

1

固定資産の売却益

収　　　　　　　　入

補 助 金

款 項

1

2

2

備 考

水道料金

受託給水工事収入及び修繕工事収入

2,725,036

1

1 営業収益 2,481,700

2,465,515

3,604

12,581

243,208

3

その他の特別利益

21,734

10

特別利益

10

128

県補助金

給 水 収 益

2 129

3
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予 定 額

千円

水道事業

費 用

原 水 及 び

浄 水 費

配 水 及 び

給 水 費

受 託 給 水

工 事 費

そ の 他

営 業 費 用

営 業 外

費 用

支 払 利 息

及び企業債

取 扱 諸 費

消費税及び

地方消費税

固 定 資 産

売 却 損

過年度損益

修 正 損

1 予 備 費 5,000

雑 支 出

5 923,420

32,480

2,328

3 21,011 消費税及び地方消費税

過年度分収益の修正損2 2,200

固定資産の売却損　

1,233

2,663,198

有形固定資産の減価償却費

事業活動の全般に関連する費用

固定資産除却費及びたな卸資産減耗費

2,466,529

取水・浄水に係る設備の維持管理費及び受水費

特別損失

2

6

271,937

3,273 他工事関連の受託工事費

1 1,053,374

支　　　　　　　　出

款 項

1

1

配水設備及び給水装置に付属する設備の維持管理費

189,341

補償費、特定収入分仮払消費税及び地方消費税

157,949

180,812

目 備 考

営業費用

資産減耗費

企業債・一時借入金に対する利息

材料売却原価及び自動車重量税等雑支出

10,3812

3

2

減価償却費

4 予 備 費

4

3

7

5,000

128

1

1

総 係 費
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予 定 額

千円

1 資 本 的

収 入

水 道 施 設

負 担 金

他 会 計

負 担 金

固定資産

売却代金

固 定 資 産

売 却 代 金

国庫 ( 県 )

補 助 金

国 庫 ( 県 )

補 助 金

予 定 額

千円

資 本 的

支 出

建 設

改 良 費

企 業 債

償 還 金

企 業 債

償 還 金

国庫 ( 県 )

補 助 金

返 還 金

県補助金

3 10

1 10 補助金の返還金
国 庫 （ 県 ）
補 助 金
返 還 金

支　　　　　　　　出

備 考款

50,000

1 50,000

3 900

工事負担金 157,500

1 企 業 債

児童手当経費負担金

款 項 目

収　　　　　　　　入

備 考

資 本 的 収 入 及 び 支 出

固定資産の売却代金

4 出 資 金 100,000

地方公営企業法第18条による出資金

項 目

1 100,000出 資 金

5

1 水道施設費 1,185,164 水道施設整備及び配水管布設工事費等

1 1,670,368

1 1,216,179

企業債の償還金

2 454,179

1 454,179

2 資産購入費 31,015 固定資産の購入費

口径別加入者負担金

企 業 債 400,000 老朽管更新事業等に対する水道事業債

配水管布設工事及び消火栓設置工事負担金

400,000

742,155

192,020

1

2 33,620

3 135

1 135

2 負 担 金

1
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(単位　千円)

1

 

2

3

平成２９年度磐田市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

当 年 度 純 利 益 3,605

減 価 償 却 費 923,420

引 当 金 の 増 減 額 （ △ 減 少 ） △ 326

長 期 前 受 金 戻 入 額 △ 220,795

受 取 利 息 △ 550

支 払 利 息 157,958

固 定 資 産 除 却 費 27,080

有 形 固 定 資 産 売 却 損 益 （ △ 益 ） 118

未 収 金 の 増 減 額 （ △ 増 加 ） △ 20,800

未 払 金 の 増 減 額 （ △ 減 少 ） 15,198

た な 卸 資 産 の 増 減 額 （ △ 増 加 ） △ 2,853

そ の 他 の 増 減 額 （ △ 減 少 ） △ 1,070

小　　      　　　計 　 880,985

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 550

利 息 の 支 払 額 △ 157,949

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 723,586

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 1,138,716

有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 138

国 庫 補 助 金 等 に よ る 収 入 50,000

負 担 金 等 に よ る 収 入 138,685

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ 949,893

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る 400,000
た め の 企 業 債 に よ る 収 入

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る △ 454,179
た め の 企 業 債 の 償 還 に よ る 支 出

一 般 会 計 か ら の 出 資 に よ る 収 入 100,000

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 45,821

資 金 増 加 額 （ 又 は 減 少 額 ） △ 180,486

資 金 期 首 残 高 1,383,206

資 金 期 末 残 高 1,202,720
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法 定

特 別 職 一 般 職 報 酬 給 料 賃 金 手 当 計 福 利 費

人 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

本 損 益 勘 定

支 弁 職 員

年 資 本 勘 定

支 弁 職 員

度

損 益 勘 定

支 弁 職 員

資 本 勘 定

支 弁 職 員

損 益 勘 定

比 支 弁 職 員

資 本 勘 定

支 弁 職 員

較

千円 千円 千円

年

度

6,050 6,185

24,172

15,331

11,342

0

1,775

39

△ 135地 域 手 当

職 員 数
合 計

83,235

201,654

△ 1,407△ 1,247△ 2

前

△ 2

給 与 費 明 細 書

管 理 職 特 別 勤 務 手 当

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

区 分 本 年 度

70,798

△ 160

期 末 手 当

勤 勉 手 当

退 職 給 付 金

特 殊 勤 務 手 当

時 間 外 勤 務 手 当

夜 間 勤 務 手 当

管 理 職 手 当

3,162 △ 396

△ 841

△ 2,248△ 2,016△ 232

前 年 度 比 較

1,244

△ 769

14,602

31,411 199,406

18,825

167,995

68,633

168,227

△ 678 △ 72606

117,012

82,394

638

99,594 118,419

33,427

53,779

72,042

99,434

△ 144 △ 1,332

△ 654△ 144

54,433

216 97,213

給 与 費

45,583

44,945

26,459

10

6 13

72

216

4 72

0

13,83342,102 68,561

25,85342,780

95,881

1382,643

手 当 の 内 訳

4 13

10

6 23合 計

合 計

23

24,640

14,661

9,765

51

2,278

１．総　　　括

3,558

648

2,505

930

区 分

合 計

△ 468

670

87

6,420

87

17,578

6,511

282

91

0

△ 503

△ 12

1,577

0
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２．給料及び職員手当の増減額の明細

区 分増 減 額 説　　　　明

千円 千円 千円

給与改定の状況

給料 △ 1,332

　

職員の異動状況

職員の異動に 平成28年4月1日在職者

伴 う 増 減 23人

△ 2,330 平成28年度採用者（見込含む）

0人

昇 格 に 伴 う 平成28年度退職者（見込含む）

増 加 分 2人

271 平成29年度採用者（予定）

0人

そ の 他 平成29年度会計間の異動（予定）

0 2人

平成29年度予算計上人員

23人

手当 1,244

勤勉手当の改定

315

△ 2,059

929

6月・12月の支給率　0.8月　→　0.85月

増 減 事 由 別 内 訳 備　　　　　　　　　考

653

74

前年度

給料の改定率

0.06%

給与改定実施時期

平成28年4月1日

制度改正に

伴う増減分

その他の

増減分

給与改定に

伴う増減分

昇給に伴う

増加分

その他の

増減分
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3. 給料及び手当の状況

(１)職員一人当たりの給与

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

(円） 360,735 299,100

(円） 413,329 345,452

(歳） 49歳4月 51歳4月

(円） 358,575 298,600

(円） 411,279 346,005

(歳） 49歳0月 50歳4月

（２）初任給

一般行政職 技能労務職

　　高　　　校　　　卒 150,500円 153,000円

　　大　　　学　　　卒 184,800円

(３)級別職員数

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

8級

7級 1 5.0

6級 2 10.0

5級 6 30.0 5級

4級 4 20.0 4級 1 33.3

3級 7 35.0 3級 2 66.7

2級 2級

1級 1級

計 20 100.0 計 3 100.0

8級

7級 1 5.0

6級 3 15.0

5級 5 25.0 5級

4級 3 15.0 4級 1 33.3

3級 8 40.0 3級 2 66.7

2級 2級

1級 1級

計 20 100.0 計 3 100.0

平成27年12月1日現在

平 均 給 与 月 額

   区           分

平 均 年 齢

一般行政職

平成28年12月1日現在

　　　　区　　　　　　　　　　　　　　　　　分

一般行政職 技能労務職　　区　　　　分

平成28年12月1日現在

平成27年12月1日現在

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

平 均 給 料 月 額

技能労務職

一般会計の制度

150,500円

184,800円

153,000円
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(級別の標準的な職務内容）

区分

８級 部長、理事又は参与の職務

７級 課長又は参事の職務

６級 課長補佐又は主幹の職務

５級 係長又は主査の職務

４級 主任の職務

（４）昇給

合 計 一般行政職 技能労務職

本 （Ａ） （人） 23 20 3

（Ｂ） （人） 22 19 3

年 （人） 4 3 1

（人） 18 16 2

度 比　率 （Ｂ）/(Ａ） （％） 95.7 95.0 100.0

前 （Ａ） （人） 23 20 3

（Ｂ） （人） 22 19 3

年 （人） 4 4 0

（人） 18 15 3

度 比　率 （Ｂ）/(Ａ） （％） 95.7 95.0 100.0

（５）特殊勤務手当

全 職 種 一般行政職 技能労務職

（％） 0.05 0.00 0.46

高所深所作業手当

次亜塩素酸ナトリウム注入作業手当

高度の知識又は経験を必要とする主事
又は技師の職務

主事又は技師の職務
主事補又は技師補の職務

一　　般　　行　　政　　職 技　　能　　労　　務　　職

３級

副主任水道技術員の職務
副主任自動車運転手の職務
高度の技能又は経験を必要とする水道技術員の職務
高度の技能又は経験を必要とする自動車運転手の職務

２級

副主任の職務
特に高度の知識又は経験を必要とする
主事又は技師の職務

相当の技能又は経験を必要とする水道技術員の職務
相当の技能又は経験を必要とする自動車運転手の職務

１級
水道技術員の職務
自動車運転手の職務

区　　　　　　　　分

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

号 給 数 別 内 訳
２ 号 給

４ 号 給

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

号 給 数 別 内 訳
２ 号 給

４ 号 給

区　　　　　　　　　分

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

職長の職務
業務主査の職務

主任水道技術員の職務
主任自動車運転手の職務

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

支 給 対 象 職 員 の 比 率
（％） 8.70 0.00 66.70

（ 平 成 28 年 12 月 1 日 現 在 ）
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（６）期末手当・勤勉手当

６月 １２月 （月分）

本 年 度 2.075 2.225 4.30

前 年 度 2.025 2.175 4.20

一 般 会 計

の 制 度

（７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

２０年勤続 ２５年勤続 ３５年勤続 最高限度

区 分 の者 の者 の者 備 考

（月分） （月分） （月分） （月分）

定年前早期退職特例措置

（２％～４５％加算）

定年前早期退職特例措置

（２％～４５％加算）

（８）その他の手当

区 分

扶 養 手 当

地 域 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

区 分

2.075

49.59

支給率等

支給期別支給率（月分）

49.59

一般会計の制度

（支給率等）

2.225

同

同

一般会計の制度との異同

34.5825

25.55625

4.30

25.55625

差　　異　　の　　内　　容

同

同

49.5934.5825

職務上の段階、職務の
級等による加算措置

支給率計

有

49.59

備 考

有

有

その他の加算措置等
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期　　　間 金　　額 期　　　間 金　　額

千円 千円 千円 千円

水道料金

226,368

451,872 225,504

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

支払義務発生予定額

当 該 年 度 以 降 の

左の財源内訳

平成30年度まで

徴収事務等

226,368

業 務 委 託

平成29年度から

事 項 限　度　額

前 年 度 末 ま で の

支払義務発生（見込）額

平成27年度から

平成28年度まで
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千円 千円 千円 千円

1.

 （1）

イ 土 地 322,129

ロ 建 物 648,145

減 価 償 却 累 計 額 △ 256,674 391,471

ハ 構 築 物 35,810,675

減 価 償 却 累 計 額 △ 15,834,981 19,975,694

ニ 機 械 及 び 装 置 2,898,218

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,696,171 1,202,047

ホ 水 道 メ ー タ ー 205,343

減 価 償 却 累 計 額 △ 112,728 92,615

ヘ 車 両 運 搬 具 51,965

減 価 償 却 累 計 額 △ 39,165 12,800

ト 工 具 器 具 備 品 14,104

減 価 償 却 累 計 額 △ 10,837 3,267

チ 建 設 仮 勘 定 42,975 42,975

22,042,998

(2)

電 話 加 入 権 1,566

1,566

(3)

そ の 他 投 資 150

150

22,044,714

2.

(1)

現 金 預 金 1,202,720 1,202,720

(2)

イ 営 業 未 収 金 320,602

ロ そ の 他 未 収 金 126,000 446,602

(3)

貸 倒 引 当 金 △ 10,268 △ 10,268

(４)

イ 原 材 料 5,363

ロ 貯 蔵 水 道 メ ー タ ー 10,118 15,481

(５)

営 業 前 払 金 40 40

1,654,575

23,699,289

平成２９年度磐田市水道事業予定貸借対照表（当年度）

（平成３０年３月３１日）

資　　産　　の　　部

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産

投 資 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

固 定 資 産

未 収 金

貯 蔵 品

現 金 預 金

前 払 金

投 資
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千円 千円 千円

3.

(1)
建 設 改 良 等 の 財 源 に

充 て る た め の 企 業 債 6,963,670 6,963,670

(2)

退 職 給 付 引 当 金 9,798 9,798

6,973,468

4.

(1)
建 設 改 良 等 の 財 源 に

充 て る た め の 企 業 債 467,223 467,223

(２)

イ 営 業 未 払 金 160,936

ロ 営 業 外 未 払 金 16,821

ハ そ の 他 未 払 金 141,242 318,999

(３) 7,781 7,781

(４)

営 業 前 受 金 3,362 3,362

(５)

イ 賞 与 引 当 金 13,169

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 2,296 15,465

(６)

イ 預 り 保 証 金 2,800

ロ 下 水 道 使 用 料 預 り 金 126,110 128,910

941,740

5.

(1)

イ 受 贈 財 産 評 価 額 664,555

ロ 補 助 金 1,367,167

ハ 負 担 金 7,556,473

ニ 繰 入 金 610,858

ホ そ の 他 長 期 前 受 金 7,161 10,206,214

(２)

イ 受 贈 財 産 評 価 額 △ 160,032

ロ 補 助 金 △ 547,605

ハ 負 担 金 △ 3,857,017

ニ 繰 入 金 △ 283,999

ホ そ の 他 長 期 前 受 金 △ 740 △ 4,849,393

5,356,821

13,272,029

長 期 前 受 金

繰 延 収 益 合 計

固 定 負 債 合 計

未 払 金

企 業 債

引 当 金

引 当 金

企 業 債

流 動 負 債 合 計

前 受 金

固 定 負 債

流 動 負 債

繰 延 収 益

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

そ の 他 流 動 負 債

未 払 費 用

負　　債　　の　　部

負 債 合 計
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6.

(1)

イ 固 有 資 本 金 141,203

ロ 出 資 金 3,979,787

ハ 組 入 資 本 金 4,894,924

ニ 繰 入 資 本 金 170,476 9,186,390

9,186,390

7.

(1)

イ 受 贈 財 産 評 価 額 33,506

ロ 国 庫 ( 県 ) 補 助 金 17,805

ハ 工 事 負 担 金 197,135

ニ 水 道 施 設 負 担 金 1

ホ 繰 入 金 386,148

ヘ 保 険 差 益 1,395

ト そ の 他 資 本 剰 余 金 32

636,022

(2)

イ 建 設 改 良 積 立 金 208,988

ロ 当年度未処分利益剰余金 395,860

604,848

1,240,870

10,427,260

23,699,289

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

負 債 資 本 合 計

資 本 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

資 本 合 計

資 本 金

資　　本　　の　　部
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千円 千円 千円

1.

 (1) 2,285,226

(2) 3,425

(3) 15,062 2,303,713

2.

(1) 1,010,344

(2) 257,103

(3) 3,030

(4) 167,965

(5) 905,255

(6) 36,580

(7) 824 2,381,101

77,388

3.

(1) 200

(2) 128

(3) 216,668

(4) 22,801 239,797

4.

(1) 165,582

(2) 7,479 173,061 66,736

10,652

5.

(1) 15,688

(2) 100

(3) 9 15,797

6.

(1) 10

(2) 2,500 2,510 13,287

2,635

389,621

392,256

固 定 資 産 売 却 損

当年度未処分利益剰余金

過 年 度 損 益 修 正 損

平成２８年度磐田市水道事業予定損益計算書（前年度）

（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで）

前年度繰越利益剰余金

特 別 損 失

営 業 損 失

営 業 外 費 用

支払利息及び企業債取扱諸費

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

そ の 他 特 別 利 益

営 業 収 益

営 業 費 用

給 水 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

そ の 他 営 業 費 用

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

受 託 給 水 工 事 収 益

当 年 度 純 利 益

雑 支 出

経 常 損 失

過 年 度 損 益 修 正 益

そ の 他 営 業 収 益

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

補 助 金

受 託 給 水 工 事 費

営 業 外 収 益

- 302 -



千円 千円 千円 千円

1.

 （1）

イ 土 地 322,139

ロ 建 物 648,146

減 価 償 却 累 計 額 △ 242,359 405,787

ハ 構 築 物 34,863,703

減 価 償 却 累 計 額 △ 15,061,799 19,801,904

ニ 機 械 及 び 装 置 2,783,217

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,615,778 1,167,439

ホ 水 道 メ ー タ ー 202,696

減 価 償 却 累 計 額 △ 111,892 90,804

ヘ 車 両 運 搬 具 46,942

減 価 償 却 累 計 額 △ 37,918 9,024

ト 工 具 器 具 備 品 14,104

減 価 償 却 累 計 額 △ 10,183 3,921

チ 建 設 仮 勘 定 43,456 43,456

21,844,474

(2)

電 話 加 入 権 1,566

1,566

(3)

そ の 他 投 資 150

150

21,846,190

2.

(1)

現 金 預 金 1,383,206 1,383,206

(2)

イ 営 業 未 収 金 299,673

ロ 営 業 外 未 収 金 128

ハ そ の 他 未 収 金 81,121 380,922

(3)

貸 倒 引 当 金 △ 7,740 △ 7,740

(４)

イ 原 材 料 5,283

ロ 貯 蔵 水 道 メ ー タ ー 7,345 12,628

(５)

営 業 前 払 金 40 40

1,769,056

23,615,246

固 定 資 産

未 収 金

貯 蔵 品

現 金 預 金

前 払 金

投 資

投 資 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

平成２８年度磐田市水道事業予定貸借対照表（前年度）

（平成２９年３月３１日）

資　　産　　の　　部
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千円 千円 千円

3.

(1)
建 設 改 良 等 の 財 源 に

充 て る た め の 企 業 債 7,030,896 7,030,896

(2)

退 職 給 付 引 当 金 12,733 12,733

7,043,629

4.

(1)
建 設 改 良 等 の 財 源 に

充 て る た め の 企 業 債 454,176 454,176

(２)

イ 営 業 未 払 金 150,065

ロ 営 業 外 未 払 金 12,493

ハ そ の 他 未 払 金 140,841 303,399

(３) 7,772 7,772

(４)

営 業 前 受 金 3,397 3,397

(５)

イ 賞 与 引 当 金 13,103

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 2,108 15,211

(６)

イ 預 り 保 証 金 2,600

ロ 下 水 道 使 用 料 預 り 金 127,345 129,945

913,900

5.

(1)

イ 受 贈 財 産 評 価 額 654,555

ロ 補 助 金 1,317,176

ハ 負 担 金 7,373,809

ニ 繰 入 金 610,858

ホ そ の 他 長 期 前 受 金 6,261 9,962,659

(２)

イ 受 贈 財 産 評 価 額 △ 143,149

ロ 補 助 金 △ 518,007

ハ 負 担 金 △ 3,696,888

ニ 繰 入 金 △ 269,964

ホ そ の 他 長 期 前 受 金 △ 590 △ 4,628,598

5,334,061

13,291,590

長 期 前 受 金

繰 延 収 益 合 計

固 定 負 債 合 計

未 払 金

企 業 債

引 当 金

引 当 金

企 業 債

流 動 負 債 合 計

前 受 金

固 定 負 債

流 動 負 債

繰 延 収 益

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

そ の 他 流 動 負 債

未 払 費 用

負　　債　　の　　部

負 債 合 計
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6.

(1)

イ 固 有 資 本 金 141,203

ロ 出 資 金 3,879,787

ハ 組 入 資 本 金 4,894,924

ニ 繰 入 資 本 金 170,476 9,086,390

9,086,390

7.

(1)

イ 受 贈 財 産 評 価 額 33,506

ロ 国 庫 ( 県 ) 補 助 金 17,805

ハ 工 事 負 担 金 197,135

ニ 水 道 施 設 負 担 金 1

ホ 繰 入 金 386,148

ヘ 保 険 差 益 1,395

ト そ の 他 資 本 剰 余 金 32

636,022

(2)

イ 建 設 改 良 積 立 金 208,988

ロ 当年度未処分利益剰余金 392,256

601,244

1,237,266

10,323,656

23,615,246

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

負 債 資 本 合 計

資 本 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

資 本 合 計

資 本 金

資　　本　　の　　部
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注 記 

 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項 

   

１ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 ・貯蔵品 先入先出法による原価法（貸借対照表価格は収益性の低下に基づく簿  

価切下げの方法により算定。） 

 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 

 ・減価償却の方法  定額法（但し、取替資産については取替法による。） 

 ・主な耐用年数    建物      15～50 年 

             構築物     10～60 年 

             機械及び装置   9～20 年 

 

３ 引当金の計上方法 

(1)退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当該事業年度末における退職手当の要

支給額に相当する金額のうち、「職員の退職手当に係る取扱いに関する覚書」に

より、それぞれの組織に在職した月数に応じ、一般会計が負担すると見込まれ

る金額を除く額を計上している。 

なお、会計基準変更時差異（56,000 千円）については、平成 26 年度から７年

にわたり、均等額を費用処理している。 

(2)賞与引当金及び法定福利費引当金 

職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備えるため、

当年度末における支給（支払）見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12

月から 3月までの 4 ヶ月分）を計上している。 

(3)貸倒引当金 

債権の回収不能等による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見

込額を計上している。 

  

４ 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。なお、控除対象外

消費税等については、当事業年度の費用として処理している。 

 

 

Ⅱ．セグメント情報に関する注記 

報告セグメントが単一のため、記載を省略している。 
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Ⅲ．その他 

  

1 引当金の取崩し 

(1)平成 28 年度予定（平成 28 年 4月 1 日から平成 29 年 3月 31 日） 

ア 当年度において、職員の期末・勤勉手当として 40,119 千円を支給、職員の

期末・勤勉手当に係る法定福利費として 8,099 千円を支出する予定であるた

め、賞与引当金 12,230 千円、法定福利費引当金 2,096 千円を取り崩す見込み

である。 

イ 当年度において、退職手当として 13,560 千円を支給する予定であるため、

退職給付引当金 13,560 千円を取り崩す見込みである。 

ウ 当年度において、不納欠損として処理するため、貸倒引当金 2,494 千円を

取り崩す見込みである。 

(2)平成 29 年度予定（平成 29 年 4月 1 日から平成 30 年 3月 31 日） 

ア 当年度において、職員の期末・勤勉手当として 39,503 千円を支給、職員の

期末・勤勉手当に係る法定福利費として 7,842 千円を支出する予定であるた

め、賞与引当金 13,103 千円、法定福利費引当金 2,108 千円を取り崩す見込み

である。 

イ 当年度において、退職手当として 14,277 千円を支給する予定であるため、

退職給付引当金 14,277 千円を取り崩す見込みである。 

ウ 当年度において、不納欠損として処理するため、貸倒引当金 2,287 千円を

取り崩す見込みである。 

 

 

 

 

 

 

 

- 307 -



節

千円 千円

水 道 事 業

収 益

給水戸数　　　　　 　　　　  　　　60,439戸

年間総有収水量　　　　　　17,864,576 

供給単価　　　　　　　 　　　  　　127.79円

受 託 給 水 給 水 工 事

工 事 収 益 収 入

修 繕 工 事

収 入

そ の 他 材 料 売 却

営 業 収 益 収 益

給水工事設計審査手数料

指定給水装置工事事業者登録手数料　等

他 会 計 消火栓維持管理負担金

負 担 金 児童手当経費負担金

営 業 外

収 益

受 取 利 息

及び配当金

長 期 前 受 金

戻 入

発 生 品 取替法による水道メーター組替益

組 替 益

不 用 品

売 却 収 益

そ の 他 行政財産使用料

雑 収 益 コピー代金　　等

固 定 資 産 固 定 資 産

売 却 益 売 却 益

過年度損益 過 年 度 損 益

修 正 益 修 正 益

そ の 他 そ の 他

特 別 利 益 特 別 利 益

預 金 利 息 預金利息550

その他の特別利益

20,569

54

1,111

φ13～100　　　

108

1 550

4 雑 収 益

108

平成29年度磐田市水道事業会計予算実施計画明細書

収　益　的　収　入　及　び　支　出

目

1

備 考金 額

収 入

2,725,036

2 243,208

3

3,604

12,581 材料の売却収入

2 3,280

9,700

雑 収 益

324

648

1 営 業 収 益

款　　　　項
各 目 説 明

1 給 水 収 益

漏水等の修繕工事収入

地方公営企業法施行規則第21条第2項又は第
3項の規定により償却した長期前受金の額のう
ち営業外収益として整理するもの

他工事関連の給水工事収入

予 定 額

2,481,700

2,223

水 道 料 金2,465,515

手 数 料

10

2,465,515

3

10

3

10

21,734

長期前受金
戻 入

220,795

10

220,795

10

雑収益

1

2

3 特 別 利 益 128

収 益 的 収 入 合 計 2,725,036

過年度分水道料金の修正益

不用資材等の売却益

固定資産の売却益

2 補 助 金 129 129 県緊急地震・津波対策交付金補 助 金
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節

千円 千円

水 道 事 業

費 用

原 水 及 び

浄 水 費

賞 与 引 当 金

繰 入 額

共済組合負担金

公務災害補償基金負担金　

法 定 福 利 費

引当金繰入額

水道施設テレメータ専用回線料

水道施設機械警備用電話料　等

水質検査業務委託料

水道施設警備業務委託料

水道施設点検外業務委託料　等

送水管等用地賃借料　等

記録用帳票等印刷代

2,572

46,132

次亜塩素酸ナトリウム等薬品費

普通旅費

機械器具及び公用車等修繕費

作業着代　等

非常用発電機及び自動車用燃料代

賞与引当金として計上するための繰入額

備 考

職員5人の給料及び手当

金 額

遠州水道受水費　　　　　13,413,800 

1,083

1 1,053,374

5

備 消 品 費

印 刷 製 本 費

834,502

59

465

通 信 運 搬 費

法 定 福 利 費

1,102

103

1,268

1

3,558

賃 借 料

委 託 料

101,648

薬 品 費

受 水 費

手 数 料 3,370

支 出

款　　　　項 目

1 営 業 費 用

予 定 額

2,663,198

2,466,529

10,040

修 繕 費

5,752

18,759

10,151手 当

給 料

被 服 費

旅 費

動 力 費

燃 料 費

12,805

法定福利費引当金として計上するための

繰入額

非常用飲料水袋　等

水質臨時検査手数料　等

配水場等電気料

各 目 説 明
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節

千円 千円

配 水 及 び

給 水 費

賞 与 引 当 金

繰 入 額

共済組合負担金

公務災害補償基金負担金

法 定 福 利 費

引当金繰入額

土木積算システム賃借料

電子複写機賃借料　等

水道メータ交換

漏水修繕　等

舗装復旧工事

給配水管切回し工事　等

取 替

水 道 ﾒ ｰ ﾀ ｰ 費

工 事 請 負 費

87

作業着代　等

467

1,545

888手 数 料

24,300

20,569

27,227

22,463

文具、消耗機材

39,496

125,202

10

836

金 額

印 刷 製 本 費

燃 料 費

通 信 運 搬 費

法 定 福 利 費

給 料

手 当

1,148

3,765

83

負 担 金

修 繕 費

材 料 費

旅 費

被 服 費

備 消 品 費

委 託 料

賃 借 料

155

271,937

予 定 額款　　　　項 目

職員1人の給料及び手当

12

1,353

光 熱 水 費

2

設計書等印刷代

水道施設管理情報ｼｽﾃﾑﾃﾞｰﾀ更新業務委託料

産業廃棄物処理手数料　等

漏水修繕用材料費　等

下水道使用料

普通旅費

繰入額

直営職員業務負担金

賞与引当金として計上するための繰入額

法定福利費引当金として計上するための

各 目 説 明

備 考

1,830

501

φ13～100

電話料金　等

自動車用燃料代　等

配水池内清掃業務委託料

水道施設維持管理等業務委託料　　等
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節

千円 千円

受 託 給 水

工 事 費

賞 与 引 当 金

繰 入 額

共済組合負担金

公務災害補償基金負担金

法 定 福 利 費

引当金繰入額

電子複写機賃借料

会計システム賃借料　等

報 酬 72 上下水道事業審議会委員報酬

修 繕 費 364

職員研修費

食 糧 費 23 会議用飲物代

研 修 費

備 消 品 費

光 熱 水 費

普通旅費

265

賃 借 料

33

金 額

4,319

747

4,899

9,485

各 目 説 明

16,053

給 料

手 当

3,240

31,2554 総 係 費

3 3,273 備 消 品 費

工 事 請 負 費

款　　　　項 目 予 定 額

180,812

通 信 運 搬 費

703

546

13,883

印 刷 製 本 費

燃 料 費

166

11,342

481

被 服 費

退 職 給 付 金

1,026 文具、図書等

備 考

法 定 福 利 費

103

退職給付引当金として計上するための

繰入額

郵便料及び電話料　等

電気、ガス、上下水道料金

旅 費

73,251
電算業務委託料

徴収事務等業務委託料　等

水道料金コンビニ収納手数料　等

公用車等修繕費

4,212

納付書、封筒等印刷代

文具、消耗機材

職員7人の給料及び手当

他工事関連の工事請負費

水道料金口座振替手数料

自動車用燃料代　等

作業着代　等

委 託 料

手 数 料

賞与引当金として計上するための繰入額

法定福利費引当金として計上するための

繰入額
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節

千円 千円

日本水道協会等関係団体負担金

研修会等参加負担金

貸 倒 引 当 金

繰 入 額

有形固定資産

減 価 償 却 費

固 定 資 産

除 却 費

た な 卸 資 産

減 耗 費

そ の 他 材 料 売 却

営 業 費 用 原 価

営 業 外

費 用

支 払 利 息

及び企業債

取 扱 諸 費

不 用 品

売 却 原 価

そ の 他

雑 支 出

消費税及び 消 費 税 及 び

地方消費税 地 方 消 費 税

固 定 資 産 固 定 資 産

売 却 損 売 却 損

過年度損益 過 年 度 損 益

修 正 損 修 正 損
過年度分水道料金の修正損

2,663,198

差 引 61,838

5,000

1 予 備 費 5,000 予 備 費 5,000

10

923,420

80

保 険 料

923,420

予 定 額

濁水に伴う補償費

固定資産の売却損

会 費 負 担 金 1,002

企 業 債 利 息 157,940

10,371

2,200 2,200

2,328

128

900

128

雑 支 出

2

7

款　　　　項

1

5

2

目

減価償却費

資産減耗費

4 予 備 費

収 益 的 支 出 合 計

2

1

3 特 別 損 失

6

借 入 金 利 息

雑 支 出

金 額

32,400

10,381

157,949

21,0113

貯蔵材料のたな卸減耗費

32,480

1,233

貸倒引当金として計上するための繰入額4,397

2,218

有形固定資産の減価償却費

21,011

9

333

支払消費税及び地方消費税

自動車、建物火災保険料　等

材料の売却原価

企業債133件の支払利息

不用品の売却原価

配水管等固定資産の除却費

備 考

自動車重量税　等

一時借入金に対する支払利息

特定収入分仮払消費税及び地方消費税

各 目 説 明

189,341
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節

千円 千円

水 道 施 設 水 道 施 設

負 担 金 負 担 金

他 会 計 一 般 会 計

負 担 金 負 担 金

固 定 資 産

売 却 代 金

固 定 資 産 固 定 資 産

売 却 代 金 売 却 代 金

一 般 会 計

出 資 金

国 庫 （ 県 ）

補 助 金

国 庫 （ 県 ）

補 助 金
県 補 助 金

1 企 業 債

1

収 入

資本的収入

款　　　　項

1 135

1 50,000

100,000

50,000

100,000

資 本 的 収 入 合 計

4 出 資 金

1 出 資 金

5

742,155

負 担 金

口径別水道加入者負担金　　  

157,5001

3 135

予 定 額

資　本　的　収　入　及　び　支　出

配水管布設工事負担金

消火栓設置工事負担金

児童手当経費負担金

2

3

1

工事負担金

2

目

企 業 債 400,000

400,000

742,155

老朽管更新事業等に対する水道事業債

金 額

企 業 債

備 考

工 事 負 担 金

固定資産の売却代金

900

400,000

157,500

33,620

生活基盤施設耐震化等補助金50,000

地方公営企業法第１８条による出資金

各 目 説 明

100,000

900

135

192,020

33,620
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千円 千円

共済組合負担金

公務災害補償基金負担金

老朽管更新工事

施設整備改修工事

他工事関連配水管更新工事　等

固 定 資 産

購 入 費

企 業 債

償 還 金

企 業 債 企 業 債

償 還 金 償 還 金

国 庫 （ 県 ）

補 助 金

返 還 金

補 て ん 財 源

　当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額　   65,133千円

　過年度分損益勘定留保資金　　　　　　　　　　　　　 　　　 629,363千円

　当年度分損益勘定留保資金　　　　　　　　　　　　　　　  　233,717千円

資産購入費

補助金の返還金
国 庫 ( 県 ）
補 助 金
返 還 金

国 庫 ( 県 ）
補 助 金
返 還 金

3 10

1 10 10

老朽管更新業務設計委託料　等

差 引

1,670,368

△ 928,213

1 建設改良費

1 454,179

資 本 的 支 出 合 計

水道施設費

2

1,670,368

予 定 額

支 出

款　　　　項 目

1

手 当

2

資本的支出

1,185,164

1,216,179

電柱・ケーブル等移設補償費

1

454,179

31,015

454,179

工 事 請 負 費 1,042,470

水 道 ﾒ ｰ ﾀ ｰ 費 2,647

法 定 福 利 費

企業債128件の元金償還金

300補 償 費

28,068

水道メーター新設費　　φ13～100

職員10人の給料及び手当

委 託 料

13,833

27,359

取水ポンプ　等

59,400

金 額

各 目 説 明

42,102給 料

備 考
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